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北米都市の業務改善自治地区BID： 
トロントにみるローカルガバナンスとエスニックブランディング
高橋昂輝
日本学術振興会特別研究員DC，日本大学
近年，北米では業務改善自治地区（BID）が普及している。本稿では，トロントのエスニックネイバー
フッドを中心にBIDの動向を議論し，北米都市を分析するための空間的枠組みとして，BIDの意義を
明らかにする。BIDは特定の地区内の土地所有者が自主的に課税することにより資金を確保し，域内の
経済的活性化のために活動する地域自治制度である。1970年にトロントで誕生後，1980年代までにカ
ナダで1990年代以降アメリカで導入が進展した。1980年代，トロントではエスニック集団の名称を冠
するBIDの設立が相次いだ。こうしたエスニックBIDの出現は，1971年の二言語多文化主義政策への
転換によるエスニックマイノリティへのまなざしの変化を反映する。エスニックBIDでは，地元経営
者・土地所有者から成るBID役員会におけるリーダーシップと役員構成が，エスニックブランディン
グの発展を規定する。BIDはローカルアクターに着目し，北米の都市空間を精細に読み解くための鍵概
念である。
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Ⅰ　はじめに
１．目的と方法
第二次世界大戦後，北米では郊外化に伴う都市
機能の空間的拡散とともに，中心市街地の衰退が
進行した。モータリゼーションの進展を背景に郊
外住宅地が形成され，自動車による来店を前提と
した大型ショッピングモールが出現すると，小規
模小売店が集積する中心市街地の商業地区は次第
に疲弊していった。中心市街地においては州や市
政府による大規模な再開発計画も実施されたが，
その効果は限定的であった。また，産業構造の転
換や景気の悪化に伴い，失業者やホームレスが多
数発生し，これらの都市問題への対処のため政府
の財政は逼迫した。
こうした動向に対応し，1970年，トロントに
おいて業務改善自治地区（Business Improvement 
District（以下，BID））が誕生した。BID制度は
特定の地区内の土地所有者が自主的に課税するこ
とによって資金を確保し，それにより地域の経
済的な活性化を目的とした活動をおこなう地域
自治制度である。税金の徴収業務は地方自治体
によっておこなわれるが，徴収された資金は地
元経営者と土地所有者の有志が組織するBoard of 
Management（以下，BID役員会）へ返還される。
資金の使途はBID役員会によって決められ，市の
業務は税金の徴収のほか，行政サービスに関する
情報提供などに限られる。官民のパートナーシッ
プにより，通常の自治組織では困難な公共空間の
デザインも可能となる。
BID制度はトロントで誕生後，カナダの他都
市，アメリカ合衆国（以下，アメリカ），イギリ
ス，ドイツ，オーストラリア，ニュージーラン
ド，南アフリカ共和国などへ伝播した（Hoyt，
2003）。Hoyt（2006，2008）はこうしたBIDの諸
外国への広がりを政策移転（Policy transfer）と
し，政策仲介者（Policy agents）の役割を論じ
た。1990年代以降，日本においてもBID制度の
導入が検討され（保井，2003），2015年4月，大
阪市のうめきた先行開発区域において国内で初め
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てBIDが設立された（日経BP社，2015）1）。また，
世界的には同制度の総称としてBID（Business 
Improvement District）が用いられることが最も
多いが，その呼称は市や州などによって異なる。
トロント市はBIA（Business Improvement Area）
の呼称を採用している。本稿では，総称として同
制度を指示する際にはBIDを用いる。日本におい
てもBIDやBIAなど原語の略称をそのまま用いる
ことが一般的だが（渡辺，1999；保井，2003；明
野，2005；高橋，2013），「ビジネス再開発地区」
（保井，1998，1999）や「業務改善地区」（保井，
2002）などと訳出された例も確認される。本稿に
おいては，同制度の特徴が地元経営者と土地所有
者による自治性にあることに注目し，「業務改善
自治地区」とする。
今日，アメリカの48州でBID制度の導入が確
認されるほか（Mitchell, 2003：3），北米には合計
約1000のBIDが 存 す る（Morcol et al. 2008：2）。
2015年現在，トロントには北米で最多の81の
BIDが確認される。このことはトロントがBIDの
起源地であるのみならず，先進地であることを示
唆する。
2011年において，トロントの総人口は北米第4
位の約262万であった2）。また，そのうち過半数
を国外出生者が占め，合計200以上のエスニック
集団の居住が確認された。カナダでは，1960～
1970年代における移民法の改正以降，ヨーロッ
パのみならず，アジア，アフリカ，中南米など，
多様な国と地域から移民が増加している。現在
では，トロント，モントリオール，ヴァンクー
ヴァーの主要3都市が移民の主な到着地となって
いるが，なかでもトロントには，これら3都市に
おける総移民数の約60％が流入し，多民族化が
一層進展している（Murdie, 2008）。
トロントでは北米の大都市に必ずと言っていい
ほどに確認される，リトルイタリーやチャイナタ
ウンといったエスニックネイバーフッドがほかに
も多数立地し，都市空間の重要な構成要素となっ
ている。しかし，北米の他都市と同様にトロン
トにおいても，20世紀半ばまでに移住した移民
エスニック集団がCBD周辺に各々のエスニック
ネイバーフッドを形成した一方（Zucchi, 1988；
Hiebert, 1993；Teixeira, 2006），今日，新規のエ
スニック集団は都市中心部には居住しない傾向
にある（Lo and Wang, 1997；Lo et al. 2015）。ま
た，20世紀半ばまでに都心部にエスニックネイ
バーフッドを形成したエスニック集団も，ホスト
社会への同化，およびジェントリフィケーショ
ンの進展による地代の上昇によって，郊外に居
住地を移している（Teixeira and Murdie 1997；
Lo, 2006；Murdie and Teixeira 2011；Takahashi 
2015；Takhashi 2016）。Fong（1994）による，ロ
サンゼルス郊外における中国系居住地域について
の研究，およびSkop and Li（2005）のフェニッ
クス郊外とオースティン郊外におけるアジア系の
居住集積に関する論考にみられるように，都市内
部のエスニックネイバーフッドにおけるエスニッ
ク人口の減少，および郊外におけるその増加は，
トロントのみならず北米の大都市に共通する現象
といえる。
他方，こうした都市・郊外における人口構成の
変化と並行して，1960～1970年代における移民
法の改正に端を発し，1980年代以降，北米では
エスニック集団の歴史的遺産を保存する動きが拡
大してきた。これまで否定的なイメージとともに
扱われてきた都市内部のエスニックネイバーフッ
ドは，ツーリズムのアトラクションとしての価値
を見出され，保存の対象となっている（Conforti, 
1996）。今日，エスニックネイバーフッドではエ
スニック集団の居住人口が減少する一方，集団外
部者を包摂することによる観光地化の動きが確認
される（Santos et al. 2008；高橋，2013）。トロン
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トのエスニックネイバーフッドでは，1980年代
以降，エスニック集団の名称を冠するBID（エス
ニックBID）の設立が相次いでいる。本稿は，こ
うしたエスニックBIDの出現をエスニシティの
資源化・商品化のプロセスと捉え，地域ブラン
ディングの文脈に位置づける。以上を踏まえ，本
稿では，トロントのエスニックネイバーフッドを
中心にBIDの動向を議論し，今日における北米の
都市空間を分析する枠組みとして，BIDの意義を
明らかにする。
2012～2015年において，毎年合計6回の現地調
査を実施した。現地では複数のBIDにおいて景
観観察をおこなったほか，トロント市Business 
Improvement Area室の担当者，市議会議員秘書，
BID役員を含むBIDメンバー，およびBID役員に
よって雇用されるBIDコーディネーターへの聞
き取りを実施した。また，北米の大都市における
BIDの導入状況を把握するため，インターネット
とEメールを併用した調査もおこなった。
本稿では，まずⅡにおいて北米の主要都市にお
けるBID制度の導入状況を概観し，同制度の普及
過程とトロントの位置づけを確認する。Ⅲではト
ロントにおけるBIDの展開過程と空間分布を明
らかにした上，BIDの活動の具体例として，エス
ニックネイバーフッドにおける地域ブランディン
グの動向を議論する。以上の分析を通し，Ⅳにお
いてトロントの事例にもとづき，北米都市を分析
するための空間的枠組みとしてBIDの意義を明
らかにする。
２．BID制度の概要
BID制度は地元経営者と土地所有者（以下，
BIDメンバー）の自治性，および自主的な課税に
よる資金の確保によって特徴付けられる（Morcol 
et al. 2008：4）。詳細は州法や市の条例・規約に
より異なるが，本稿ではトロント市を例に，ト
ロント市規約第19章（Toronto Municipal Code, 
Chapter 19）にもとづき，BIDの概要を説明する。
BIDの設立を希望する際，地元経営者と土地
所有者は5人以上から成る運営委員会（Steering 
committee）を組織する。この運営委員会は商工
業利用の土地所有者，および事業所を経営するテ
ナントによって構成され，土地所有の有無を問わ
ず居住者を含まない。運営委員会の主な役割は，
BIDの地理的境界を定めるとともに，BIDの設立
についてステークホルダーの関心を評価すること
である。また，市担当者の支援とともに，地域の
将来的な改善目標やBIDの導入によって想定さ
れる地域への利益など，BIDを形成する合理的根
拠に焦点を当てて，実施戦略を発展させなければ
ならない。さらに，運営委員会はBIDに関する情
報を域内の経営者・土地所有者に周知させること
も求められる。インフォーマルな話し合いなどを
通じ，他のステークホルダーのBIDへの関心を高
めるとともに，地域における課題の明確化，BID
の設定範囲の承認が進められていく。この時点に
おいて，運営委員会は次の段階へ進むための十全
な支援を受けるため，市のBIAオフィスにステー
クホルダーの関心の度合いを報告することが望ま
れる。
BIDの設立について十分な関心が示されていな
い場合，トロント市は運営委員会に代わって意見
交換会を開催する。ここで出席者の過半数が投票
の実施を支持すれば，運営委員会は正式に次の段
階へ移行する手続きに入る。申請後，市は予定さ
れるBIDの範囲内の全ての商工業利用の土地所
有者の投票を実施する。この時，土地所有者は自
身のテナントに投票に関する書類の写しを転送し
なければならない。また，運営委員会は商工業利
用のテナントに対して，投票を伝える通知書の写
しを配布する責任を負っている。以上の手続きの
後，土地所有者と経営者は市担当者のオフィスに
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投票用紙を返送するよう求められる。郵送された
全投票用紙の30％以上，または100枚以上のいず
れか少数が市に返送され，なおかつその過半数が
BIDの設立に賛成した時，市議会はBIDの設立を
許可する。
BIDの設立後，BIDメンバーのうち10人程度の
有志により，BID役員会（Board of Management）
が組織される。BID役員会が中心となり，当該地
域のBIDの名称が決められる。その後の運営にお
いてもBID役員会が中枢的な役割を果たし，予算
や事業内容などを決定する。BIDの主な事業はス
トリートサインや花壇の設置，落書きの除去や壁
画の形成などの修景活動のほか，警備員の配置や
監視カメラの設置をはじめとした警備・防犯対策，
フェスティバルの企画・開催などである。役員で
ないBIDメンバーに対してはニューズレターや年
次総会（Annual General Meeting）を通じ，年間の
収支報告や翌年度の事業計画などが説明される。
先述したように，BIDの事業資金は域内の土地
所有者に課される税金（Levy）として市によって
徴収される。土地所有者への課税にはBID設立の
賛否を問わず，強制力が働く。大規模な事業を計
画する際には多くの予算を必要とし，土地所有者
には多額の税金が課される。他方，少額の予算は
BIDの効果的な活動を困難にする。また，土地所
有者に対する課税は賃料の上昇を誘発するため，
貸借により入居する経営者にも経済的な負担は及
ぶ。BID役員会は，BIDメンバーの負担と事業効
果を勘案し，予算を設定することが求められる。
なお，他都市では5～15年程度のBIDの活動期間
を設けている自治体も確認されるが，トロントに
おいて期間的な制限はない。
Ⅱ　北米都市におけるBIDの起源と伝播
１．BIDの起源
BID制度は，1970年にトロントのBloor West 
Village地区で誕生した。1963年，同地区で宝石
店を営む経営者Neil McLellan氏らが中心となり，
トロント市計画委員会（City of Toronto Planning 
Board）に自発的な課税（self-imposed）による
ビジネス地区の実現に向けて，議論をもちかけ
たことがその起こりである（Hoyt, 2006, 2008；
Toronto Star, 2010）。Bloor West Village BIAは
旧トロント市の西端に位置し，今日のトロント
市を東西に結ぶ地下鉄ブロア・ダンフォース線
（Bloor-Danforth Line）のジェーン（Jane）駅と
ラニーミード（Runnymede）駅に挟まれた範域
に概ね相当する。1920年代以降，同地区には路
面電車が走り，買い物客が多数来訪した。しかし，
モータリゼーションの進展とそれに伴う郊外の拡
大により，買い物客は減少を始めた。地元経営者
らは，1964年におけるトロント初の郊外型大型
モール，ヨークデールモール（Yorkdale Mall）の
完成，および1967年における地下鉄ブロア・ダ
ンフォース線の開通による地域経済の一層の衰
退を危惧した。トロント運輸局（Toronto Transit 
Commission）やメトロ道路交通課（Metro Roads 
and Traffic Department）など多数の部局を巻き
込んだ末，オンタリオ州が自治体条例（Municipal 
Act）を通過させると，1970年5月14日，トロン
ト市はBloor West Villageの範域をBIAとして定
める，市条例第170-70（By-law No. 170-70）を可
決させた（Hoyt, 2006, 2008）。
トロントでのBID誕生後，1975年にニューオー
リンズ市がアメリカの自治体として初めてこの
制度を導入すると，次第に他都市においても導
入が進んだ。Mitchell（1999）によれば，1999年
時点，アメリカでは42の州とワシントンDCにお
いてBIDが導入されており，合計404のBIDが存
した。また，設立年については1990年代が最多
で全体の約60％に及び，近年における急速な普
及が指摘された。さらに，2000年代以降におい
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ても同制度を導入する自治体は増え，BIDの総数
も一層増加している。Mitchellはその後の研究に
おいて，ワイオミング州とサウスダコタ州を除
く全米48州で同制度が導入されていることを報
告した（Mitchell, 2003）。今日，アメリカとカナ
ダではそれぞれ約700，約300のBIDが存すると
推計されている（Mitchell, 1999；Hernandez and 
Jones, 2005；Morcol et al. 2008：2）。
２．北米都市におけるBIDの普及
アメリカおよびカナダの人口上位都市，それぞ
れ20位と10位までを対象に，各市ウェブサイト
の閲覧および市担当者へのEメールでの情報収集
をもとにBIDの導入状況を検討した3）（表1）。
アメリカではニューヨークの人口が突出して多
く，その数は約850万に達する。ロサンゼルス，
シカゴがそれに続き，それぞれ約390万，270万
を数える。カリフォルニア州においてはロサンゼ
ルスのほか，サンディエゴ，サンノゼ，サンフ
ランシスコが8，10，13位に位置する。また，テ
キサス州においても第4位のヒューストンを筆
頭に，サンアントニオ，ダラス，オースティン，
フォートワース，エルパソの6都市が上位20位
以内に入る。カナダにおいては気候的制約に伴
い，アメリカとの国境に接するケベック，オン
タリオ，マニトバ，サスカチュワン，アルバー
タ，ブリティッシュコロンビア州内の都市が人口
上位10位を構成する。1970年代，カナダではケ
ベック州の独立運動などを契機として，モント
リオールからトロントへと人口の首位が交代し
た。現在，市域レベルではモントリオールの約
160万人に対して，トロントには約260万人が居
住する。トロントを中心とするグレーターゴール
デンホースシュー（Greater Golden Horseshoe）
内では，ミシサガ（Mississauga），ブランプトン
（Brampton），ハミルトン（Hamilton）がそれぞ
れ第6，9，10位に位置する。トロントを含むこ
れら4都市は，すべてオンタリオ州に属する。ま
た，油砂の採掘によって近年においても人口の増
加が著しいアルバータ州では，カルガリー（3位）
とエドモントン（5位）の2都市が上位に位置し
ている。
2015年9月時点において，調査対象の全30都
市のうち，インディアナポリス（Indianapolis）
を除く29都市においてBIDが確認された。ブラ
ンプトンではダウンタウンの事業所経営者らの
要請にもとづいて，市条例第86-77（By-law No. 
86-77）によって1977年にBIDが設立されたが，
2006年，ブランプトンダウンタウン開発公団
（Brampton Downtown Development Corporation
（BDDC））の結成に伴い，BIDは休止した。しか
し，2015年に地元経営者がBDDCの解散を決定
すると，同年4月21日，市議会において市条例第
88-15（By-law No. 88-15）が通過し，BIDの再設
立が決まった。2015年，約9年間の休止を経て，
ブランプトンではBIDが復活した。
同制度を総称する場合，BID（Business Im-
provement District）が最も一般的に用いられて
いるが，本調査においてはBIDの呼称を採用して
いる都市はアメリカ国内の6都市にとどまった。
しかし，ニューヨークやロサンゼルスなど，ア
メリカの主要都市においてはBIDの呼称が採用
されており，このことが同制度の総称としてBID
が一般化した主因であると推測される。他方，カ
ナダではトロントをはじめ6都市が採用するBIA
（Business Improvement Area）が最多である。ま
た，アメリカにおいてもシアトルがこの呼称を
採用しており，BIAは本調査対象都市のなかで
最も多い7都市で確認された。このほか，北米で
はカルガリーとエドモントンのBRZ（Business 
Revitalization Zone），デトロイトとウィニペグ
のBIZ（Business Improvement Zone），シカゴの
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SSA（Special Service Area），フランス語を公用語
とするケベック州モントリオールのSDC（Société 
de Développement Commercial）など多様な呼称
が確認される。
カナダでBIAを採用する6都市のうち，5都市
はオンタリオ州内の都市である。また，カリフォ
表1　北米の人口上位都市におけるBIDの導入状況
Rank City Province/State Population Name Number Year
1 Toronto Ontario 2 ,615 ,060 Business Improvement Area (BIA) 81 1970
2 Montréal Quebec 1 ,649 ,519 Société de Développement Commercial (SDC) 18 1980
3 Calgary Alberta 1 ,096 ,833 Business Revitalization Zone (BRZ) 10 1988
4 Ottawa Ontario 883 ,391 Business Improvement Area (BIA) 18 1983
5 Edmonton Alberta 812 ,201 Business Revitalization Zone (BRZ) 13 1985
6 Mississauga Ontario 713 ,443 Business Improvement Area (BIA) 4 1977
7 Winnipeg Manitoba 663 ,617 Business Improvement Zone (BIZ) 17 1987
8 Vancouver British Columbia 603 ,502 Business Improvement Area (BIA) 22 1989
9 Brampton Ontario 523 ,911 Business Improvement Area (BIA) 1 1977
10 Hamilton Ontario 519 ,949 Business Improvement Area (BIA) 13 1982
1 New York New York 8 ,491 ,079 Business Improvement District (BID) 72 1984
2 Los Angeles California 3 ,928 ,864 Business Improvement District (BID) 39 1990
3 Chicago Illinois 2 ,722 ,389 Special Service Area (SSA) 53 1977
4 Houston Texas 2 ,239 ,558 Management District 45 1996
5 Philadelphia Pennsylvania 1 ,560 ,297 Business Improvement District (BID) 14 1990
6 Phoenix Arizona 1 ,537 ,058 Enhanced Municipal Services District(EMSD) 1 1990
7 San Antonio Texas 1 ,436 ,697 Public Improvement District (PID) 1 2000
8 San Diego California 1 ,381 ,069 Business Improvement District (BID) 20 ?
9 Dallas Texas 1 ,281 ,047 Public Improvement District (PID) 12 1992
10 San Jose California 1 ,015 ,785 Business Improvement District (BID) 2 1989
11 Austin Texas 912 ,791 Public Improvement District (PID) 2 1993
12 Jacksonville Florida 853 ,382 Downtown Improvement District (DID) 1 2000
13 San Francisco California 852 ,469  Business Improvement District (BID 14 1999
14 Indianapolis Indiana 848 ,788 － － －
15 Columbus Ohio 835 ,957 Special Improvement District (SID) 4 1999
16 Fort Worth Texas 812 ,238 Public Improvement District (PID) 8 1986
17 Charlotte North Carolina 809 ,958 Municipal Service District (MSD) 5 1999
18 Detroit Michigan 680 ,250 Business Improvement Zone (BIZ) 1 2014
19 El Paso Texas 679 ,036 Downtown Management District (DMD) 1 1997
20 Seattle Washington 668 ,342 Business Improvement Area (BIA) 8 1983
1） Year（BID導入年）は，各都市において最初にBIDが設立された年を示す。また，ウェブサイトにおいて導入年が
明記されていなかった自治体，および市担当者へのEメール調査によって回答が得られなかった自治体については
現存するBIDのうち，最も古いものの設立年をBID導入年とした .
2） BIDに 類 似 す る 制 度 と し て，Philadelphiaで はSpecial Service District（SSD），San Franciscoで はCommunity 
Benefit District（CBD）も併存する .
 （各市ウェブサイト，および市担当者へのEメール調査により作成）
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ルニア州ではBID，テキサス州ではPIDが用いら
れている。すなわち，同制度の呼称は基本的には
州法に依拠する。したがって，BIDの呼称にみら
れる地域差は都市間というより，むしろ州間の差
異として捉えられる。
トロントは人口規模において北米第4位に位置
するが，BIDの総数をみると北米最多の81を数
える。また，北米第1位の人口を有するニュー
ヨークではトロントに次ぐ72のBIDが確認され
る。シカゴ（北米人口3位），ヒューストン（同5
位），ロサンゼルス（同2位）におけるBID数は，
それぞれ53，45，39でこれに続く。北米において，
BID数の上位5都市は人口の上位5都市に一致す
る。この結果から，都市規模はBIDの総数を主に
規定すると考えられる。しかし一方で，トロント
を約130万上回る約390万の人口を誇るロサンゼ
ルスにおいて，BIDの総数はトロントの半数以下
にとどまる。このことはロサンゼルスに比べ，ト
ロントにおいてBID制度がより発展・普及して
いることを示唆するとともに，都市構造の差異が
BIDの総数を規定することをも暗に示している。
ロサンゼルスはアメリカ西海岸の都市に特有の拡
散的な都市構造を有する。トロント，ニューヨー
ク，シカゴなどに比べ，ロサンゼルスの中心市街
地の機能は弱く，多数のBIDが設立しにくい都市
構造であると考えられる。
また，各都市においてBIDが導入された年をみ
ると，1970年のトロントに次いで，シカゴ，ミ
シサガ，ブランプトンの3市が最も早く，1977年
に同制度を導入した。ミシサガ，ブランプトン
では，同じオンタリオ州内のトロントにおいて
Bloor West Village BIAの設立時に州法が整備さ
れたため，早期の導入が可能になったと考えられ
る。カナダでは，1980年代までに10都市すべて
でBIDが導入された。他方，アメリカでは1980
年代までには6都市が導入するにとどまり，1990
年代以降に導入を開始した都市が13に達する。
このように，BID制度はトロントでの誕生以後，
アメリカに先んじてカナダにおいて普及した。
Ⅲ　BIDにおけるガバナンスとブランディング
１．トロントにおけるBIDの展開と地理的分布
トロントには北米で最多の81のBIDが立地す
る。このことはトロントがBID制度の起源地であ
るのみならず，先進地であることを示唆する。以
下にトロントにおけるBIDの一覧（表2），設立
数の推移（図1），およびBIDの分布（図2）を示
した。
トロントにおけるBIDの展開は，①誕生期
（1970～1972年），②第一次増加期（1973～1987
年），③停滞期（1988～1999年），④第二次増加期
（2000～2015年）の4期に区分される。1970年に
おけるBloor West Village BIAの誕生後，1973年ま
でトロントではBIDが設立されなかった。Bloor 
West Village BIAは世界で初めて設立されたBID
であり，他に先例がなかった。そのため，結成初
期において他地区の経営者や土地所有者らはこの
制度の存在を認知していなかった，または同地区
の動向を窺っていたと考えられる。
1973年，Bloor West Village BIAの結成4年目に
おいて初めて他地区でBIDが設立された。Junction 
Gardens BIA，Lakeshore Village BIA，The 
Kingsway BIAの3地区でBIDが設立されると，
1987年までBIDの新設が継続した。1973～1987年 
（第一次増加期）において，合計30のBIDが設
立された。この時期，ニューオーリンズ市など
アメリカの自治体においても政策移転（Policy 
transfer）がおこなわれたが，起源地であるトロ
ントでは制度を実際に利用する経営者・土地所有
者が数多く現れ，BIDの総数が大幅に増加した。
第一次増加期において，トロント市内ではBID制
度が広く普及し，その有用性が市民レベルで認め
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表2　トロントのBID一覧（2015年8月現在）
No. Name Year
1 Bloor West Village BIA 1970
2 Junction Gardens BIA 1973
3 Lakeshore Village BIA 1973
4 The Kingsway BIA 1973
5 Cabbagetown BIA 1974
6 Mount Dennis BIA 1974
7 Weston Village BIA 1975
8 Bloordale Village BIA 1976
9 Parkdale Village BIA 1978
10 Bloorcourt Village BIA 1979
11 Forest Hill Village BIA 1979
12 Riverside District BIA 1980
13 Gerrard India Bazaar BIA 1981
14 York Eglinton BIA 1981
15 Corso Italia BIA 1983
16 Hillcrest Village BIA 1983
17 Upper Village BIA 1983
18 Dovercourt Village BIA 1984
19 Bloor-Yorkville BIA 1985
20 Harbord Street BIA 1985
21 Little Italy BIA 1985
22 Mimico by the Lake BIA 1985
23 St. Clair Gardens BIA 1985
24 Greektown on the Danforth BIA 1986
25 Pape Village BIA 1986
26 Roncesvalles Village BIA 1986
27 The Danforth BIA 1986
28 The Eglinton Way BIA 1986
29 Village of Islington BIA 1986
30 Bloor by the Park BIA 1987
31 Long Branch BIA 1987
32 Kennedy Road BIA 1991
33 St. Lawrence Market Neighbourhood BIA 1994
34 Bloor Annex BIA 1995
35 Eglinton Hill BIA 1997
36 Mimico Village BIA 1997
37 Regal Heights Village BIA 2000
38 Rosedale Main Street BIA 2000
39 Yonge Lawrence Village BIA 2000
40 Downtown Yonge BIA 2001
41 Liberty Village BIA 2001
42 Church-Wellesley BIA 2002
43 Wychwood Heights BIA 2002
44 Emery Village BIA 2003
45 Korea Town BIA 2004
46 The Beach BIA 2004
47 Waterfront BIA 2004
48 Wexford Heights BIA 2004
49 College Promenade BIA 2005
50 Mirvish Village BIA 2005
51 Uptown Yonge BIA 2005
52 West Queen West BIA 2005
53 Albion Islington Square BIA 2006
54 Bloor Street BIA 2006
55 Chinatown BIA 2006
56 Danforth Village BIA 2006
57 Dundas West BIA 2006
58 Historic Queen BIA 2006
59 Sheppard East Village BIA 2006
60 Fairbank Village BIA 2007
61 Little Portugal BIA 2007
62 Trinity Bellwoods BIA 2007
63 Crossroads of the Danforth BIA 2008
64 Danforth Mosaic BIA 2008
65 Mount Pleasant BIA 2008
66 Oakwood Village BIA 2008
67 Queen Street West BIA 2008
68 Toronto Entertainment District BIA 2008
69 Kensington Market BIA 2009
70 The Dupont Strip BIA 2009
71 Baby Point Gates BIA 2010
72 Financial District BIA 2011
73 shoptheQueensway.com BIA 2012
74 Leslieville BIA 2013
75 Dufferin-Finch BIA 2013
76 Wilson-Keele BIA 2013
77 College-Dufferin BIA 2013
78 Ossington Avenue BIA 2014
79 Midtown Yonge BIA 2014
80 Dufferin-Wingold BIA 2014
81 Bayview Avenue BIA 2014
Yearは，各BIDの設立年を示す .
 （City of Toronto, Business Improvement Area office提供資料により作成）
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られていった。また，誕生期から第一次増加期に
かけては，全31のBIDのうち12がVillageで終わ
る名称であった。この命名のパターンは1970年代
に特に多く，全11件中7件におよんだ。このこと
から，当時のトロントではBloor West Village BIA
が先駆例として，他地区の経営者や土地所有者に
対し，一定の影響力を有していたと考えられる。
1988～1999年（停滞期）において，新たに設
立されたBIDは5件にとどまった。図2が示すよ
うに，Bloor West Village BIAをはじめとして，初
期のBIDは旧トロント市の境界周辺に位置する，
CBDからやや離れた市街化地域を中心に展開し
た。トロントでは，Bloor West Village BIAと類
似した条件の地区において先にBIDが普及した
といえよう。しかし，第一次増加期までにこれら
の地区の大半においてBIDの導入が完了したた
め，1988～1999年にはBIDの設立数が停滞した。
アメリカでは全体の60％以上のBIDが1990年代
に設立された一方（Mitchell, 1999），他都市に先
んじて制度が展開したトロントでは，この時期に
おいてBIDの設立数は減少した。
2000年から現在にかけて（第二次増加期），
BIDの設立数は再び増加している。第二次増加
期は，CBDを含むトロント市中心部における
顕著な増加によって特徴づけられる。CBD内部
のBIDには，Downtown Yonge BIAやFinancial 
図1　トロントにおけるBID設立数の推移
 （City of Toronto, Business Improvement Area office提供資料により作成）
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District BIAなどが含まれる。ダンダススクエ
ア（Dundas Square）を中心とする前者がトロ
ントのダウンタウン中心部を形成する一方，キ
ングストリート・ウエスト（King Street West）
周辺の後者は金融地区である。第一次増加期ま
でのBIDに比べ，第二次増加期に設立されたこ
れらのBIDは相対的に経済規模が大きい。また，
トロント市内の南北をU字状に結ぶ地下鉄，ヤ
ング・ユニヴァーシティ線（Yonge-University 
Line）のうち，東方のヤング線中央部において
も路線に沿って，新たにBIDが4件設立された。
エグリントン（Eglinton）駅周辺をはじめとし
たこれらの地区では，居住者の所得が市内平均
を上回る。さらに2000年代以降，トロント市
北縁の鉄道路線に沿った地域において，Emery 
Village BIAやDufferin-Finch BIAなどの広域な
BIDが設立された。第二次増加期には，市民に
よるBIDの解釈および利用形態が多様化し，さ
まざまな特性の地区においてBIDが設立されて
いる。
２．BIDの事業と意思決定
図3にBloor West Village BIAの景観を示した。
同地区では，買い物客が長時間域内で買い物で
きるようベンチが配置されている。また，BIDに
よって街灯の整備のほか，ストリートサインや駐
輪用設備の設置もおこなわれている。これらBID
による景観構築物には，BIDの名称が刻印されて
いる。修景活動はBIDの基本的な事業であり，他
のBIDにおいても広く看取される。
BIDの施策内容は，主にBID役員会の月例会議
で決定される。図4は，Dundas West BIAにおけ
る月例のBID役員会議の様子である。多くの場
a. ストリートサイン
b. ソーラー発電式の街灯，ベンチ，鉄製の駐輪用設備
図3　Bloor West Village BIAにおける修景
 （2013年8月28日撮影）
図4　Dundas West BIAにおけるBID役員会議
 （2012年11月12日撮影）
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合，BIDの会議はBID役員の事業所でおこなわれ
る。Dundas West BIAではライブハウスを経営す
るBID役員が，自身の事業所を会合場所として
提供している。この日の会議では，BID役員13
名のうち7名，有給のBIDコーディネーター，同
BIDが位置する選挙区から選出される議員事務所
担当者の合計9名が出席した。市当局からは議員
事務所の担当者のほか，BIDリエゾンとしての役
割を担うトロント市Business Improvement Area
室の担当者が出席する時もある。市当局の担当者
は一人当り複数のBIDを担当するため，すべての
BIDの会議に毎回出席することは困難であるとい
う。
この日のDundas West BIAの会議では，歩道に
おけるフラワープランター設置の是非とその設置
時期が話し合われた。話し合いの結果，冬季には
降雪が見込まれることから景観上の効果が縮小す
るため，冬季を除いてプランターを設置すること
が決定された。また，翌年夏に予定されたスト
リートフェスティバルの名称についても議論され
た。BID役員会議では，基本的にはBID役員と彼
らが雇用するBIDコーディネーターで話し合い
が進められる。行政担当者はフェスティバル開催
時における交通規制の費用など4），地元経営者や
土地所有者が精通しない内容に関して助言を与え
る。BID役員会議にみる事業内容の立案・実施過
程は，自主的な課税により集められた資金の使途
を納税者であるBIDメンバーが自ら決定すると
いう同制度の負担者自治的な性格を端的に示す。
まちづくりの中枢を担うBID役員会は，域内
における有志のBIDメンバーによって構成され
る。BID役員は自身の事業所を経営するかたわ
ら，無給でBIDの活動に奉仕している。BIDメン
バーの役員会への参加意欲については地域ごとに
差異がみられる。例えば，Toronto Entertainment 
District BIAでは市内で最多の22人が役員会に参
加している一方，Bloor Street BIAの役員は最少
の5人である5）。トロントではBIDごとにBID役
員の定足数が定められているが，その数に上限
はない。すなわち，参加意思があれば，基本的
には誰でもBID役員になることができる6）。しか
し，BID役員会の活動はボランティアベースであ
るため，本業である事業所の経営で多忙なBID
メンバーのなかには，役員会への参加に対して消
極的な姿勢を示すものも多い。また，BID役員が
多いBIDにおいても，より効果的な運営を目的
として，有給のBIDコーディネーターを雇う事
例が確認される。このような理由から，Dundas 
West BIAにおいてもBIDコーディネーターが雇
用されている。BIDコーディネーターは，事業費
用の算出・管理，ニューズレターや各種資料の
作 成， お よ びFacebook，Twitter，Instagramな
どのSNSを利用した広報活動などを主な職務と
する。Little Portugal BIAでは，2013年度の年間
総支出予定額68,359カナダドル（CAD）のうち，
5,000CADをパートタイムのBIDコーディネー
ターの給与として計上した。
BID制度においては，地元経営者と土地所有者
を地域の資源と捉えることができる。地域資源と
して地元経営者と土地所有者をみた時，土地所有
者は一定程度地域に固定的であるが，それに比し
て経営者は流動的である。経営者のうち賃借契約
で入居する経営者は，事業所の経営状況，また近
年発生するジェントリフィケーションによる賃料
の上昇によって，同地から移転や撤退・閉店する
ものも少なくない。また，ジェントリフィケー
ションの発生は固定資産税（Property Tax）をは
じめ諸税の上昇を引き起こすため，テナントのみ
ならず，土地所有者の移動をも促進する7）。すな
わち，BID役員会において中心的な役割を担って
いたBIDメンバーが，数年後には域外に移動する
ことも起こり得る。地域におけるアクターの流動
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性は，BIDにおける地域ブランディングの方針を
不安定化させる。この点において，BIDコーディ
ネーターを雇用することは地域における一貫した
政策方針の維持を可能とする。
３．エスニックネイバーフッドにおける地域ブ
ランディング
1981年，Gerrard India Bazaar BIAが結成される
と，Corso Italia BIA（1983年），Little Italy BIA（1985
年），Greektown on the Danforth BIA（1986年）と
いったエスニシティに根ざした名称のBID（以下，
エスニックBID）が連続して設立された。また
2000年代においても，Korea Town BIA（2004年），
Chinatown BIA（2006年），Little Portugal BIA（2007
年）が結成された。1960年代から1970年代にかけ，
北米では多文化・多民族を容認する政策的転換が
おこなわれた。これを契機に，それまで差別的な
待遇を受けてきた移民エスニック集団のエスニシ
ティとそのネイバーフッドが，国家または都市の
文化的多様性を表象および象徴する地区として看
做され，翻って肯定的なまなざしを受け始めた。
カナダにおいても1971年のピエール・トゥルー
ドー（Pierre Trudeau）首相による二言語多文化
主義政策の宣言以降，エスニックマイノリティを
是認する動きが一層拡大してきた。1980年代，ト
ロントではこうした多文化・多民族を容認する動
きが，BIDという公的な制度を通じて地域名とし
て表出した。
一方，1980年代においては，他の北米の大都
市と同様にトロントでも移民エスニック集団の
郊外への居住地移動が進展した。例えば，イタ
リア系は最初の拠点地域であったダウンタウン
西方約2kmのリトルイタリーから，北西方向に
約3km離れたコルソイタリアを経て，1980年代
以降さらに北西へ離心した（高橋，2013）。現在，
イタリア系住民はトロント市北西端一帯，および
トロント大都市圏（Greater Toronto Area）の他
自治体に広く居住している。Little Italy BIAの設
立時，同地においてイタリア系住民は既に減少
していたものの，地元経営者らはイタリアのエ
スニシティが経済的資源になると考え，イタリ
ア人街としての地域イメージを強化または再構
築するため，同地区にLittle Italyの呼称を与えた
（Hackworth and Rekers, 2005）。また，インド系
コミュニティもトロント中心部に集住地区を有さ
ない。Gerrard India Bazaar BIA代表への聞き取
りによれば，BID設立以前においてもインド系人
はこの地域に集住していなかった。1970年代初
頭，インド映画を専門とする映画館Naaz Theatre
の開館をきっかけにインド系の顧客が集まると，
次第にインド系レストランやサリー店が出店し，
インド系商業地域が形成されていった。1981年，
こうした地域が有するエスニックな特性を地域経
済の活性化に寄与する資源と捉え，地元経営者ら
はGerrard India Bazaar BIAと命名した。1980年
代半ば，インド系人にとってのランドマークで
あったNaaz Theatreは閉館し，その後，アパー
トメントへと改築された。さらに，現在ではイン
ド系ではないカフェやアートギャラリーも増加し
ているが，その名称は維持されている。イタリア
系，インド系ともにエスニシティを強調すること
が地域経済にとって有益であると判断した結果，
地域とエスニック集団の関係を明示する名称を名
付けた。
イタリア系，ギリシャ系，中国系などを典型例
としてエスニックBIDには飲食店が集積してい
る。こうしたエスニックBIDでは，エスニックな
食資源を基盤としてエスニックフェスティバルが
開催される。Little Italy BIAのTaste of Little Italy，
Greektown on the Danforth BIAのKrinos Taste of 
Danforthは，いずれもBIDによって開催されるイ
ベントである。このほか，トロントではGerrard 
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India Bazaar BIAのTD Festival of South Asia，
Corso Italia BIAのCorso Italia Street Festival，
Chinatown BIAのChinatown Festival，Korea Town 
BIAのKorean Dano Spring Festivalなど，移民の
送出地域を冠したエスニックフェスティバルが多
数開催される。集住形態を有さない，または弱体
化した都市内部のエスニックネイバーフッドで
は，BIDとしての公的な地域名の付与，およびフェ
スティバルの開催などを通じ，地域とエスニック
集団の関係を集団内外の両方に向けて明示的に発
信している。
こうしたBIDの活動は，BID役員会によるエス
ニックな地域ブランド化（以下，エスニックブラ
ンディング）として捉えられる。Little Italy BIA
においては，カナダ勲章（Order of Canada）の
受賞者であり，域内に多文化・多言語ラジオ局
を創業した Johnny Lombardiの息子であるLenny 
Lombardi氏が代表を務め，BIDの活動を牽引
している（高橋，2013）。また，Gerrard India 
Bazaar BIAでは1979年創業のサリー店経営者で
あり，インド・デリー出身の移民一世Sonu氏が
BIDの設立以降，30年以上に渡りBIDの代表を
務めてきた。同BIDの役員会では全11名のうち，
インドなど南アジア系が9名を占めている。Little 
ItalyとGerrard India Bazaarの2つのエスニック
BIDでは，エスニック集団内部の中心的人物が長
期的にBIDを牽引することにより，地域のエス
ニックブランディングがおこなわれている。
他方，Little Portugal BIAでは2007年の創設以
降，BIDの代表が既に3回交代した。2007年，ポ
ルトガル系コミュニティの中心的人物である移民
一世のSilva氏を含む複数のポルトガル系人が中
心となり，この地区にBIDが設立された。Silva
氏を中心とした初期メンバーを主体に，同地区
はLittle Portugal BIAと命名された。しかし，ポ
ルトガル系人が代表を務めた時期があった一方，
ジェントリフィケーションの進展により出店した
非ポルトガル系のアートギャラリー経営者もBID
の代表を経験した。さらに，BID役員の構成を
みると，2013年10月現在，ポルトガル系が2名
に対し，非ポルトガル系は5名であった。Little 
Portugal BIAは経営者の約半数，土地所有者の過
半数が依然としてポルトガル系人であるが，2000
年代以降，ポルトガル以外の経営者が急速に増
加している（Takahashi 2015；Takahashi 2016）。
2013年以降，毎年6月，Little Portugal BIAにお
いてもストリートフェスティバルが実施されて
いる8）。しかし，同BIDで実施されるストリー
トフェスティバルはDundas West Festと称され，
その名称・内容ともにポルトガルのエスニシティ
に特化していない。
2013年のフェスティバル開催初年度において，
代表であった非ポルトガル系のBID代表Kucey
氏へのインタビューから得られた発話内容を以下
に示した。
「現在，この地区にはポルトガル系の商店だけ
でなく，非ポルトガル系経営者によるアートギャ
ラリー，カフェ，ライブハウスなどもある…ポル
トガル系も確かにこの地区の要素ではあるけれ
ど，それは複数ある要素の一つに過ぎない。スト
リートフェスティバルは地域すべての要素を反映
すべきであり，ポルトガル系だけに特化すべきで
はない。」
（2013年7月25日，Kucey氏経営のアートギャ
ラリーにて聞き取り）
Kucey氏の発話が示すように，Little Italyや
Gerrard India BazaarなどのエスニックBIDとは
異なり，BID役員会においてポルトガル系人が
リーダーシップを有さないLittle Portugal BIAで
は，結果としてエスニックブランディングが進
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展していない。BID役員会における役員の構成と
リーダーシップの所在は，地域の発展の方向を左
右する重要な要素である。エスニック集団内部の
BIDメンバーがBID役員会へ数多く参加するとと
もに，地域全体において牽引力のある人物がエス
ニック集団内に存在する時，地域のエスニックブ
ランディングが円滑に進行すると考えられる。
しかし，BID役員会への参加は形式上，地域の
経営者・土地所有者の全員に与えられた平等な権
利であるが，実質的には参加に際して英語の言語
能力が障壁になっている。ニューズレターなどに
おいては，BIDメンバーの出自を考慮して，英語
にくわえてエスニック集団の構成員が使用する
言語がつかわれる場合も多くみられるが（図5），
BID役員会の運営においては基本的には英語でや
りとりがおこなわれる。Little Portugal BIAでの
図5　 Little Portugal BIAとDundas West BIAにおけるポルトガル
語のニューズレター
電話番号と氏名が記された部分は，個人情報保護の観点から筆者が画像
処理した．なお，実物は英語とポルトガル語が片面ずつ印刷されている．
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聞き取りにおいては，英語を流暢に話せないこと
を懸念して役員会への参加を躊躇うポルトガル系
移民一世の経営者が確認された。
Ⅳ　おわりに
本稿の目的は，トロントのエスニックネイバー
フッドを中心に業務改善自治地区（BID）の動向
を議論し，北米の都市空間を分析する枠組みとし
て，BIDの意義を明らかにすることであった。
BID制度は，特定の地区内の土地所有者が自主
的に課税することにより資金を確保し，地域の経
済的な活性化のための活動をおこなう地域自治制
度である。1970年，BID制度は郊外の成長に伴
う中心市街地の衰退を背景として，トロントの
Bloor West Village BIAの経営者らの要請により
誕生した。中心市街地の衰退は，トロントのみな
らず北米の大都市が直面する共通の問題であった
ため，その後，同制度は北米に広く普及した。カ
ナダの主要都市では，1980年代までに同制度の
導入が完了したが，アメリカでは大半の都市が
1990年代以降にBIDを導入した。また，BID制
度の起源地であるトロントでは，第一次増加期の
1987年までに合計31のBIDが設立されるなど制
度が先進的に展開した。今日，トロントは北米で
最多の81のBIDを有する。
トロントでは，1970～1987年（誕生期～第一
次増加期）には旧トロント市の外縁部付近を中心
に比較的規模の小さいBIDが結成されたが，そ
の後の停滞期（1988～1999年）を挟み，第二次
増加期（2000年～現在）にはCBD内部の金融地
区のほか，富裕層の居住地域内に位置する商業
地区や市内北縁の鉄道路線沿いの工業地区など
においてもBIDが設立され，BIDの多様化が進行
している。また，1980年代においては，1981年
のGerrard India Bazaar BIAの設立を嚆矢にエス
ニックBIDの設立が連続した。エスニックBID
の出現は，1971年における国家の二言語多文化
主義政策への転換に伴う，エスニックマイノリ
ティに対する市民のまなざしの変化が表出した結
果と捉えられる。
BIDの活動は，有志のBIDメンバーから成る
BID役員会が中心となって進められる。ベンチや
ストリートサインの設置をはじめとした，景観の
修景事業などはBIDの一般的な活動であり，多く
の地区で実施されている。エスニックBIDにおい
ては，BIDの命名そのものが地域のエスニックな
ブランド化（エスニックブランディング）の開始
を意味し，この時点においてBID役員会によるエ
スニシティをテーマとしたまちづくりは始まって
いる。Little Italy BIAやGerrard India Bazaar BIA
など，地域全体において牽引力のある人物をエス
ニック集団内部に有するエスニックBIDでは，エ
スニックフェスティバルの開催などエスニシティ
に根ざした事業が実施されている。他方，ポルト
ガル系・非ポルトガル系間でBID役員の流動が激
しいLittle Portugal BIAでは，地域名においてポ
ルトガルの名前を有しているものの，ポルトガル
のエスニシティに特化したイベントは開催されて
おらず，エスニックブランディングは進展してい
ない。
今日，トロントのエスニックネイバーフッド
は，エスニック集団の居住・生活空間としての特
性が減少し，代わって，BIDという制度的枠組み
を通じ，エスニシティを経済的に資源化・商品化
する空間となっている。しかし，全てのエスニッ
クBIDにおいて，こうした取り組みが円滑に進
行しているわけではない。エスニックBIDでは，
BID役員会におけるリーダーシップの所在，およ
び役員の構成に依拠し，エスニックブランディン
グの消長が規定される。
最後に，BIDの問題点を述べておきたい。BID
役員会には，域内の経営者または土地所有者であ
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れば，制度上誰でも参加することができる。しか
し，英語の言語能力に乏しい移民一世を少なから
ず有するエスニックBIDでは，言語能力の欠如を
懸念して役員会への参加を躊躇する経営者が確認
された。こうしたBIDへの参画にハンディキャッ
プを抱える構成員に対しても，資産評価額に応じ
て一律に税（Levy）が課されている。BIDの設立
を問う投票についても，全体の30％以上が市に
票を返送し，そのうちの過半数が賛成票を投じれ
ば可決される。すなわち，全体の15％の土地所
有者が賛成すれば，BIDは設立される可能性を有
している。これらの諸点を踏まえると，BIDによ
る施策がローカルの意思をどの程度表明し得るの
か議論の余地があろう。
BID制度では，基本的には市政府は施策内容に
介在せず，税負担者自らがローカルガバナンスを
おこなう。この点において，BIDは新自由主義的
価値観を反映する制度ともいえる。税負担者自ら
がガバナンスをおこなう合理性にくわえ，地元の
アクターによる地域資源を活かした，まちづくり
は都市内部の商業地区に多様な個性をもたらすと
考えられる。しかし一方，エスニックネイバー
フッドを含むトロント都心部で進行しているジェ
ントリフィケーションは，現時点において異なる
文化的・社会経済的特性を有するアクターの混在
化を引き起こしている。本稿では，従前のエス
ニック集団と新規のジェントリファイアーの間に
おいてまちづくりの方針が一致しない時，BID制
度下における都市空間のガバナンスに矛盾が生じ
ることがわかった。BID制度が北米全域で普及し
ていることを考慮すると，こうした都市空間の現
況はトロントのみならず北米の他都市においても
十分想定されるといえよう。BIDはローカルアク
ターへの着目とともに，北米の都市空間を精細に
読み解くための鍵概念となる。
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同化に関する地理学的研究」（研究代表者：高橋昂輝，
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注
 1） 日本において欧米同様のBIDを設立させるために
は，国による税制上の法改正を必要とする。日経
BP社（2015）によれば，大阪市のBIDは，都市再
生特別措置法，都市計画法，地方自治法などの現
行の法律を，2014年に施行された大阪市エリアマ
ネジメント活動促進条例で補完したに過ぎず，BID
のための新たな法制度が整備されたわけではない。
制度的な制約があるため，うめきた先行開発区域
では，街灯やベンチの設置，警備員の配置など，
明らかな非収益事業にのみ補助金を利用すること
ができる。同地区の事業は，すべて大阪市とエリ
アマネジメント団体（グランフロント大阪TMO）
の間で締結した都市利便増進協定（都市再生特別
措置法）にもとづく。
 2） ここでは，Statistics Canada 2011におけるトロント
市の人口を示した。
 3） アメリカについてはU.S. Census Bureauによる
2014年時点の試算データを，他方，カナダに関し
てはStatistics Canadaによる2011年の調査データ
を利用した。また，BIDの導入状況に関しては，
インターネット上で各自治体のウェブサイトや関
連する新聞記事を閲覧した上，情報が十分に得ら
れなかった自治体については市担当者にEメール
による調査を実施した。
 4） トロントにおいては，市当局のトロント運輸局
（Toronto Transit Commission）が地下鉄，バス，
路面電車から成る公共交通機関を運営している。
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 5） BIDごとに，それぞれ空間規模に差異があり，そ
れに伴って事業所や土地所有者の数も異なるが，
BIDの活動性を示す一つの指標として有志の役員
数をみることができる。
 6） 形式的には年次総会（Annual general meeting）に
おける承認を必要とするが，実質的には参加意思
を有する者は誰でもBIA役員になることができる。
 7） オンタリオ州では，Municipality Property Assessment 
Corporation（MPAC）が，それぞれの土地・建物の
不動産価格を算定し，それにもとづいて固定資産税
などの税額を算出する。
 8） このフェスティバルは，隣接するDundas West BIA
と共同で実施されている。両地区はそれぞれ独立
したBIDであるが，1960年代以降，ともにポルト
ガル系集住地区の中心部として機能してきた。同
様の地域的特性を有しているため，両地区では相
互に頻繁な交流がおこなわれている。
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Business Improvement Districts in North America: 
Urban Revitalization, Local Governance, and Ethnic Branding in Toronto
TAKAHASHI Koki 
Research Fellow of Japan Society for the Promotion of Science, Nihon University 
This paper aims to clarify the significance of business improvement districts (BIDs) as geographical analysis units in 
contemporary North American cities. The BID model is an urban revitalization policy at the neighbourhood level; it is for-
mulated by local stakeholders paying self-imposed levies but carried out in partnership with the city government. The thir-
ty largest cities in Canada and the U.S. were examined for adoption of the urban policy through an Internet-based survey. 
In Toronto, the birthplace of BIDs, fieldwork was conducted in traditional ethnic neighbourhoods from 2012 through 2015. 
Following the initiation in Toronto in 1970, BIDs diffused into Canada’s major cities by the 1980s and into most of the U.S. 
after the 1990s. Toronto’s BID model is the most developed compared to that of other cities; the number of BIDs reached 
31 in 1987 and has now grown to 81—the highest in North America. In the 1980s, ethnic BIDs, named after ethnic groups 
by local entrepreneurs and property owners in an ethnic neighbourhood, proliferated rapidly. The emergence of ethnic 
BIDs indicates a change in the way in which ethnic minorities are viewed in mainstream society. They reflect Canada’s 
policy shift to bilingualism and multiculturalism in 1971. In ethnic BIDs, although ethnic branding that commodifies ethnic-
ity could be found, success related to ethnic branding is dependent primarily on the composition of the BID board and its 
chair, all of whom are locals. By focusing on local actors, BIDs are keys to better understanding today’s North American 
cities on a neighbourhood scale.
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